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仕 様 書 

 

１． 事業名 

せとうち地域観光の未来を創るスルーガイド育成事業 

 

２．履行期間 

契約締結の日～令和８年１月 3０日(金) 

 

３．事業の目的  

一般社団法人せとうち観光推進機構（以下「機構」という。）は、せとうちを囲む 7 県（兵庫県、岡

山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県（以下「７県」という。）が合同してせとうちブラン

ドを確立し、地域経済活性化や豊かな地域社会実現を目指して、せとうち地域の美しい景観や伝統文

化、芸術、食の魅力など海外から選好される魅力ある観光地域づくりを促進し、もって旅行者等の来

訪及び滞在の促進による地域活性化を図っている。 

機構がターゲット※１とする高付加価値旅行者のニーズとして、旅行商品の付加価値や満足度、消

費額を向上させる優良なガイドが求められる場合が多い。これまで機構においてもガイド育成に取り

組んできたが、せとうち地域を数日間周遊する旅行に対応可能な人材の育成や、そうした人材が実際

にガイドとして活動できる機会の創出については、依然として十分とは言えず、さらなる人材育成と

質的向上が求められている。加えて、事業で育成したガイドが自立して活動ができるようにするため

に、単に机上や実地でのガイディング研修、登録にとどまらず、活躍機会創出まで意識した研修内容

にする必要がある。 

本事業では、せとうち地域における周遊旅行の満足度および消費額向上に向けた受入環境整備の一

環として、実地研修及びガイドを扱う旅行会社を交えた研修・プレゼンテーションを通じて、せとう

ち地域を周遊する旅行に対応できる人材の育成及び彼らのガイド経験機会の創出を行う。 

※１ ターゲット市場は欧米豪（英・仏・独・米・豪）とし、ターゲット属性は Experienced Traveller 層

（異文化好奇心を持つ旅慣れた知的旅行者）、Special Interest Traveller（特定の趣味嗜好で旅行先を選ぶ旅

行者）の高付加価値旅行者層である。 

 

４．活動指針 

① 英語力や業務経験等を有し、海外旅行者に対応可能な基本的ポテンシャルを備えた人材に対し、研

修ルートにおけるスルーガイドとしての実践機会を提供する。本事業における「スルーガイド」

とは、せとうち地域を数日間周遊する旅行において、全行程を通してガイディングを行う人材を

指す。なお、スルーガイドが求められる背景としては、高付加価値旅行者層における、関係性や信

頼性を重視した一貫性のある高品質なガイディングへのニーズがある。 

②  機構および関係各県がこれまでに育成してきたガイドや地域通訳案内士等を対象に、研修ルートに 

基づいた実地研修を実施し、より専門性の高いガイディングスキルの習得を促す。 
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③ ガイドとしての自立に向け、受講者にプレゼンテーションの機会を設けるとともに、ガイドを扱う 

旅行会社の視点から高付加価値旅行者に求められるガイド像やニーズを把握できるよう、旅行会 

社も参加する形で研修を実施する。 

④  研修修了者に対しては、各ルートに対応したスルーガイドとしての修了認定を行い、当該ガイドと 

して登録・データベース化する。 

 

５．業務内容 

 ① 上記の活動指針を踏まえ、以下の（1）～（3）の業務を遂行すること。後述する活動指標（アウ 

トプット）及び成果指標（アウトカム）に示す数値の達成に向け、機構の承認の上、業務を実施 

すること。 

 ② 活動指標（アウトプット）及び成果指標（アウトカム）に関しては、業務ごとにより具体的な目標 

を分けて企画運営、提案すること。また、機構が実施する他事業と連動を意識して、事業を推進 

すること。 

 

（１）ガイド研修 

  地域での滞在、周遊の満足度向上のためにターゲット層から強く求められているスルーガイド機

能を強化すべく、せとうちでの広域周遊に対応できるガイド育成を目的とした研修を実施する。  

①  募集・選考 

ア 一定水準の層に絞って研修を実施することから、事前に知識・技能が担保されていることの確 

認のための選考を実施。 

  イ 募集対象とする層について、通訳案内士の資格を有し、かつこれまで機構で実施したガイド研 

    修参加者や関係各県で育成したガイド等一定の水準を満たすガイド人材のうち、実務経験の磨 

    き上げに資する層に絞り込むための選考を行うこと。 

  ウ 上記の内容をふまえつつ、実地研修を行う研修ルートごとに 10 名程度（延べ 30 名程度）を募 

集・選考する方法を提案すること。 

 

② 実地前動画研修 

ア 実地研修を行う前に、研修を実施するルートの事前学習動画を作成し、実地前に受講者に視聴 

させること。 

イ 事前学習動画は、実地研修を行う研修ルートごとに作成を行うこと。 

ウ せとうちエリア内を広域に渡って案内ができる諸知識についての内容のみならず、道中の移動 

手段等、スルーガイドとして求められる諸知識・技能、実際にガイドに依頼する旅行会社の 

視点等を盛り込んだ内容とすること。 

  エ 京都・大阪などのゴールデンルートからの延伸や、福岡などの九州からの流入を意識した内容 

を盛り込むこと。 

  オ 動画を視聴したことを確認するためにも、視聴後のアンケートを実施すること。 
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③ 実地研修 

ア 複数人の在日外国人（「３.事業の目的」における機構がターゲットとする欧米豪（英・仏・ 

独・米・豪）の高付加価値旅行者に精通した人材等を想定）をお客様と見立てた形式による実 

地研修（2 泊 3 日を想定）を実施すること。 

  イ 研修ルートは 3 コース作成すること。なお、各ルートの設定にあたっては、せとうち 7 県のう

ち特定の地域に偏りが生じないよう配慮し、3 コース全体を通じて 7 県すべてが網羅される構

成とすること。 

ウ 各ルートには 5 か所以上の観光資源を組み込み、文化・自然・歴史・体験型など、多角的な視 

点から選定するとともに、スルーガイド育成研修としての実践性と学習効果が期待できる内容 

とすること。 

エ 研修ルート及び観光資源については、機構がターゲットとする欧米豪の高付加価値旅行者層を 

  想定し、選定すること。 

オ 過去 2 年間に実施されたルートは下記のとおりである。内容を確認の上、同一または類似の 

  ルートとならないよう配慮し、研修ルートを構成すること。 

（https://www.setouchi.travel/en/travel-trade-media/tour-guides/） 

カ 在日外国人の人数は、各研修ルートにおける受講者の 1/2 程度であること。また、研修ルート 

ごとに 1 名以上講師（旅行会社・ガイドのいずれの目線からもアドバイスが可能な人材を想定） 

を置くこと。なお、講師については、受託事業者に当該人材がいる場合、社内からの専門家の 

選出も可とする。 

キ 各実地研修には機構職員 1 名＋添乗員 1 名を随行させることとする。ただし、講師と添乗員と 

の重複は認めない。 

※本事業に関して機構分の旅費等に関しては機構側が負担することとする。 

ク 実地研修において講師及び在日外国人から受講者にフィードバックの機会を設けること。また、

フィードバック内容やその改善状況等については、適宜、機構に対し報告すること。 

ケ 実地研修において、受講生が地域の方々から説明を受ける機会や、ガイド同士の交流機会を設 

けるなど、ガイディングのアウトプットのみならず、インプットを含んだ研修内容を提供する   

こと。 

コ 複数の目的地を移動する場合は、観光資源を効率的に訪問できるよう、公共交通機関や専用車

両の利用を基本とすること。なお、クルーズやサイクリング、レンタカードライブ、観光列車

等、移動手段が観光コンテンツを兼ねるケースも想定し企画すること。 

サ 実地研修終了後に受講者及び在日外国人に対しアンケートを実施すること。 

シ 本実地研修の行程上必要となる移動手段や宿泊、コンテンツ等について手配するとともに、本

実地研修催行に必要な費用について本事業費に含めること。（想定例：本実地研修内の移動に

際しての有料道路料金や施設での駐車料金）、コンテンツの体験費用や施設入場料、本実地研

修参加中の万一の事態へ対応する保険等、本実地研修の円滑な実施に必要な経費その他実地研

修催行に伴う費用）ただし、受講者の自宅等から目的地までの交通費は含まない。また、宿泊

については研修であることを考慮し、華美になりすぎないよう留意すること。 
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ス 対象経費については、別紙１「事業の手引き」を確認すること。 

 

④ ガイドを扱う旅行会社を入れた研修 

 ア 複数の旅行会社等に対して、受講者がプレゼンテーションを行う研修を 1 回以上実施すること。

なお、プレゼンテーションの実施にあたっては、受講者と旅行会社等が双方向のコミュニケー

ションを図れるよう配慮すること。 

 イ 旅行会社等からスルーガイドに求める諸知識・技能についての研修内容を含むこと。 

 ウ 開催場所は問わない。また、オンラインでの開催も可能とする。 

 

⑤ ガイド研修共通の注意事項 

ア ７県在住者を主な参加者と想定するが、7 県外からの参加も可能とすること。 

イ 研修の選考・実施等に関する問い合わせ窓口を設置すること。 

ウ ルートの選定や上記選考等の各業務の実施に際しては、事前に機構と協議の上、実施すること。 

  エ 各研修の様子について、写真・スクリーンショット等で記録すること。 

  オ 関係者との間で本研修の催行に必要な事前調整を十分に行ったうえで、告知・実施すること。 

 

（２）スルーガイド修了認定 

   （１）の研修を修了した受講者に対して一定の基準を設けた上で修了認定を行い、各研修ルート

におけるスルーガイドとして登録・データベース化を行う。 

  ① ガイド認定業務 

ア 修了認定を行うために、実地研修及びガイドを扱う旅行会社を入れた研修を実施する際に、機 

  構の指定する内容にて確認を行うこと。 

  イ 下記機構サイトに記載されている内容に準じた形式で研修内容の説明や修了ガイドリストにつ

いて掲載を行うこと。（https://www.setouchi.travel/en/travel-trade-media/tour-guides/） 

  ウ 修了証を発行すること。 

  エ モデル観光地事業は令和 9 年度までの実施を予定しており、3 か年を見据えてスルーガイドの 

育成を行う。ついては、事業終了後、成果の把握を目的として、認定ガイドの状況について 

ヒアリングを実施する場合があるため留意すること。 

 

（３）上記（１）、（２）における共通事項 

   上記（１）、（２）の業務を遂行する上で、以下のことに留意して実行すること。 

 ア 機構への連絡及び報告に使用する言語は日本語とする。 

イ 各事業の実施時期等、事業スケジュールを提案書へ具体的に記載すること。 

ウ 各事業の運営管理する者（以下「進行管理者」という。）を指定したうえで、事業者内の役割

分担等について企画提案書に記載すること。また、進行管理者は本業務が円滑に運営されるよ
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う相互調整を行いつつ事業の進捗等について把握し、個別事業の進捗や担当者の認識に齟齬等

が出ないように努めること。 

エ 事業の実施結果については事業実施報告書により報告し、報告内容については、事前に機構に

確認のうえ、取り纏めること。 

オ 事業の活動指標（アウトプット）及び成果指標（アウトカム）の把握手法について提案書に記

載すること。また事業の各指標の成果が分かるよう事業実施報告書に結果を記載すること。 

カ テキストや使用する写真等、掲載情報については請負業者の責任において収集するとともに、 

必要な掲載許可等を取得すること。また、当該掲載情報については機構オウンドメディアにお 

いて、機構及び機構が認めた者が使用できるようにすること。 

キ 業務の実施に際しては、実施状況を月１回計画の進捗、課題等について定期的に報告するとと 

もに、機構との連絡調整を十分に行い、円滑な事業実施に努めることとする。 

ク 機構が今年度実施する事業と連携をすること。 

<成果物> 

・ガイド実地研修を終えた同ルートに実践対応可能なガイド人材の創出 

（修了コースに対する認定ガイドとして可視化） 

・ガイディングおよびガイド研修に対するアンケート調査結果 

 

＜活動指標（アウトプット）＞ 

研修実施回数：実地：３回 

（実施回数は、研修ルートから各１つ以上、計３回以上実施することを想定。） 

   

＜成果指標（アウトカム）＞ 

育成者数  ：育成数：のべ 23 名 

(育成数は、実地研修参加者のうち、各ルート毎に認定した者の延べ数とする） 

 

<報告書提出> 

①  提出物 

業務完了報告書を添えて、以下の資料等について提出すること。 

ア 事業実施報告書（カラー） 

イ 調査集計データ、コンテンツデータ、その他の成果物を保存した電子媒体 

②  提出場所 

機構の担当者宛に電子メールで提出すること。ただし、業務完了報告書及び事業実施報告書に 

ついては、紙ベースでも各１部ずつ機構宛てに提出すること。 

③  提出期限 

令和８年１月 30 日（金） 

なお、事業実施報告書については、提出期限の 14 日前には素案を機構に共有し、内容についての    

意見を求めること。加えて履行期間の満了までに変更があった数値等は、当該報告書の提出期限

後であってもその都度反映すること。 
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④  報告書の作成にあたっての留意点 

分かりやすく作成するとともに、事前に機構職員の承認を受けること。  

 

６．概算予算額 

   15,000,000 円（税込） 

 

７．契約代金の支払い  

  契約代金の支払いに関しては、業務完了後の精算払いとする。なお支払い時期は、令和８年 2 月中

を見込んでいる。 

 

８．物品の所有権  

受託者が委託料から業務に必要な物品を調達した場合、契約期間の満了に伴い残存物品の所有権は 

機構に帰属するものとする。また、その処理については 機構の指示に従うこと。 

 

９．作成物に関する権利の帰属 

本件委託においては、著作権の取扱いに十分注意すること。  

① 本件委託の履行に伴い発生する成果物に対する著作権（著作権法（昭和 45 年法律第 48 号） 

第 27 条及び第 28 条の権利を含む。）は、全て機構に帰属する。 

②  本件委託により得られる著作物の著作者人格権について、受託者は将来にわたり行使しないこと。       

また、受託者は本作品の制作に関与した者について著作権を主張させず、著作者人格権について

も行使させないことを約するものとする。  

③ 本件に使用する映像、イラスト、写真、その他資料等について、第三者が権利を有するものを使

用する場合には、使用の際、あらかじめ機構に通知するとともに、第三者との間で発生した著作

権その他知的財産権に関する手続や使用権料等の負担と責任は、全て受託者が負うこと。  

④ 上記①、②、③の規定は、「１１．第三者委託の禁止」により第三者に委託した場合においても

適用する。受託者は、第三者との間で必要な調整を行い、第三者との間で発生した著作権その他

知的財産権に関する手続や使用権料等の負担と責任を負うこと。  

⑤ その他、著作権等で疑義が生じた場合は、別途協議の上、決定する。 

 

１０．その他 

① 受託者が委託料から業務に必要な物品を調達した場合、契約期間の満了に伴い残存物品の所有権

は機構に帰属するものとする。また、その処理については、機構の指示に従うこと。 

② 本業務の成果（成果物の報告書のみならず一部のデータ等も含む。）は、期間の制限なく無償で 

ホームページ、印刷物等のあらゆる媒体、手段・方法により、公表（公開、配付等）することを 

想定し、二次利用可能な権利関係に関する著作権の許諾等の手続きを行うこと。また、本業務に 

おける成果品に関する一切の権利及び成果品の所有権、著作権（著作権法第 27 条及び第 28 条に 

定められた権利を含む。）は、機構に帰属するものとする。 

③ 業務の実施に伴い知り得た情報は適切に管理すること。 
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④ 業務の実施に伴い知り得た機構及び関係機関の機密情報を第三者へ漏らさないこと。 

⑤ 機構は、業務実施過程において本仕様書記載の内容に変更の必要が生じた場合、受託者に仕様変

更の協議を申し出る場合がある。この場合、受託者は委託料の範囲内において仕様の変更に応じ

ること。 

⑥ 受託者は、業務実施過程で疑義が生じた場合は、速やかに機構に報告、協議を行い、その指示  

を受けること。 

⑦ 本委託業務は、原則として第三者に委託させてはならない。ただし事前に文書により機構と協議

し承認を得た事項については、第三者に委託して行うことができる。なお、海外旅行業務や通訳

業務、印刷業務等については、その性格上、専門の業者等に委託することを認めるものとする。

ただし、委託内容については、文書により機構に事前に報告し承認を得るものとする。 

⑧ 受託者が本仕様書に違反して回復の見込みがないとき、又は業務を完了する見込みがないときは、

機構は契約を解除して損害賠償を請求する場合がある。 

⑨ 契約代金の支払いに関しては、機構と協議の上、決定するものとし、計画にあった項目が実施で

きなかった場合は、提出のあった見積書等から、その費用を差し引いた額で精算するものとする。 

⑩ 安全の確保に配慮した体制を整えて業務を遂行すること。自然災害や感染症等の発生状況により、

当初計画での業務遂行が困難になったときは、速やかに機構へ相談し、指示に従うこと。 

⑪ 本仕様書に定めのない事項及び業務遂行上疑義が生じた場合は、その都度、機構と別途協議の上、

処理すること。 

⑫ 機構は、必要に応じて本契約に係る情報（受託者名・契約種別・契約件名及び契約金額等）を機 

構ＨＰ等に公開する。公開に関して、受託者はこれを了承するものとする。 

⑬ 本仕様書に定めのない事項及び業務遂行上疑義が生じた場合は、その都度、機構と別途協議の上、

処理すること。 

⑭ 事業の実施に当たっては、各国の法律・慣習などを確認の上、遂行すること。 

⑮ 機構は、必要に応じて本契約に係る情報（受託者名・契約種別・契約件名及び契約金額等）を公

開することがあるが、受託者はこれを了承するものとする。  

⑯ 本契約終了に伴い、契約期間内に受領したパンフレットやグッズ等の資料や配布物に在庫のある 

場合は、機構の指示に基づき、指定する宛先に送付すること。送付に係る費用は本受託者が負担 

すること。 

⑰ 見積書の作成にあたっては、内訳を具体的に書き出すこと(例：単位×項数等)。項目の詳細につ 

いて、「一式」といった表現は認められない。また、提出された内容について修正依頼を行う場 

合があるが、その場合は速やかに修正・再提出を行うこと。 

⑱ 受託事業者の選定後、観光庁に対し見積書および企画提案書を提出し、内容確認を経た上で発出 

される事業開始通知書をもって、当該事業者が正式に受託者として確定する。 

⑲ 本事業は、観光庁「地方における高付加価値なインバウンド観光地づくり」に基づくものである 

ため、別紙 1「事業の手引き」及び観光庁ホームページの内容を事前に確認し、それに準拠した 

提案及び実施を行うこと。 

参考：観光庁ホームページ 

https://www.mlit.go.jp/kankocho/seisaku_seido/kihonkeikaku/inbound_kaifuku/kofukakachi.html 

https://www.mlit.go.jp/kankocho/seisaku_seido/kihonkeikaku/inbound_kaifuku/kofukakachi.html

